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≪仙台市における不動産マーケット動向≫

≪地価公示の動向（平成26年3月18日発表）≫

≪地価公示（各年1月1日時点）における県別用途別地価動向（対前年変動率[％]）≫

※各データは都道府県発表の地価調査（7月1日時点）に基づく。

※各データは国交省発表の地価公示（1月1日時点）に基づく。

※各データは国交省発表の地価公示（1月1日時点）に基づく。

≪高度利用地地価動向報告　～ 地価ＬＯＯＫレポート　平成25年第4四半期 ～≫

地区 用途 総合評価 取引価格 取引利回り 取引件数
投資用不動
産の供給

オフィス
賃料

店舗賃料
マンション
分譲価格

マンション
賃料

仙台市青葉区
中央1丁目

商業 0-3％上昇 △ □ □ □ □ △ － －

仙台市青葉区
一番町

商業 0-3％上昇 △ □ □ □ □ △ △ △

仙台市青葉区
錦町

住宅 0-3％上昇 △ ▽ □ □ － － △ △

仙台市青葉区
五橋

住宅 0-3％上昇 △ ▽ □ □ □ □ △ △

盛岡市
盛岡駅周辺

商業 0％横ばい □ □ □ □ □ □ △ □

郡山市
郡山駅周辺

商業 0-3％上昇 △ ▽ □ □ △ □ － －

※詳細項目　　△：上昇、増加　　　□：横ばい　　　▽：下落、減少 出典：国土交通省「主要都市における高度利用地地価動向報告」

不動産取引について、郊外の住宅地については落ち着きを見せているが、人気の高い住宅地については売主の強
気な価格設定や供給不足のため、依然として地価は上昇基調にある。
分譲マンションについては、大型開発が続いた青葉区では一服感が出ており、今後は「あすと長町」を中心にした太
白区、「仙台駅東口」などの宮城野区で供給が続くと見込まれる。
賃貸マンションについても、市内優良物件については依然として高稼働が続いているものの、賃料上昇は鈍化し始め
たほか、郊外の賃貸物件などでは空室が見られるようになり、震災以降続いていた賃貸市場における需給逼迫の状
況は脱したものと見られる。

震災復興需要の高まりを受け、宮城県、福島県で各用途とも平均変動率が上昇。その他の県は依然として下落傾向
が続くものの、景況感の改善効果により下落幅はいずれも縮小している。
住宅地の上昇率は全国上位10地点のうち上位8地点までを石巻市、いわき市、仙台市が占めるなど、被災地におけ
る地価上昇が顕著となっている。
商業地については、地下鉄東西線の開業を控える仙台市や郊外の開発が進む石巻市などが牽引した結果、宮城県
のみが平均変動率でプラスとなった。浸水被害を免れ、商店が集中しつつある岩手県大船渡市（+9.6％）が変動率全
国トップになったが、浸水した地域では、依然として多くの商業地の地価は伸び悩んでいる。

H26 H25 Ｈ24 Ｈ23 H22 H21 

宮城県 1.7 0.0 -3.9 -6.5 -8.3 -8.1 

青森県 -4.3 -5.7 -6.4 -6.7 -7.0 -6.7 

岩手県 -3.5 -4.8 -7.0 -7.6 -8.2 -7.1 

秋田県 -5.8 -6.4 -7.4 -7.6 -8.4 -8.2 

山形県 -2.9 -4.2 -4.8 -5.2 -5.9 -5.2 

福島県 -0.5 -3.2 -7.2 -4.3 -4.9 -4.1 
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H26 H25 Ｈ24 Ｈ23 H22 H21 

宮城県 3.5 2.0 -5.2 -3.7 -4.8 -3.8 

青森県 -4.6 -6.5 -7.0 -6.2 -5.1 -4.8 

岩手県 -6.6 -7.7 -7.6 -8.9 -8.1 -6.8 

秋田県 -9.1 -9.7 -9.9 -11.2 -10.7 -10.3 

山形県 -2.3 -4.2 -4.6 -6.1 -7.1 -5.9 

福島県 0.9 -1.5 -6.9 -3.7 -4.5 -4.0 
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H26 H25 Ｈ24 Ｈ23 H22 H21 

宮城県 2.3 1.0 -1.7 -3.8 -4.7 -4.0 

青森県 -4.1 -5.6 -6.0 -5.9 -5.7 -5.0 

岩手県 -1.8 -3.4 -5.6 -5.8 -5.8 -4.9 

秋田県 -5.1 -5.4 -5.8 -5.9 -6.0 -5.7 

山形県 -2.2 -3.7 -4.3 -4.6 -5.2 -4.6 

福島県 0.8 -1.9 -4.6 -3.5 -4.0 -3.3 
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H26 H25 Ｈ24 Ｈ23 H21 H20 

宮城県 2.5 1.4 -0.7 -2.9 -3.5 -2.7 

青森県 -4.0 -5.5 -5.7 -5.5 -5.2 -4.4 

岩手県 -0.9 -2.7 -4.8 -4.9 -4.7 -3.8 

秋田県 -4.7 -4.9 -5.1 -5.2 -5.1 -4.7 

山形県 -1.9 -3.4 -4.1 -4.3 -4.8 -4.2 

福島県 1.2 -1.6 -6.2 -3.4 -3.7 -3.1 
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≪仙台市及び東北主要都市のオフィス動向及び仙台市における用途別期待利回り動向≫

■仙台市 ■東北6県主要都市

■仙台市 ■東北6県主要都市

出典：シー・ビー・リチャードエリス株式会社「ジャパンオフィスマーケットビュー」

出典：一般財団法人日本不動産研究所「投資家調査」（期待利回りは対NOI利回り）

オフィスの縮小、撤退、統合に伴う動きが続いているものの大きな増減はなく、空室率は概ね横ばいで推移している。
仙台市中心部のオフィス市場は、Aクラスビルは高稼働を維持し、供給が少ないため、賃料設定にやや強気な姿勢が見ら
れるようになった。一方で、既存ビルはやや苦戦しており、二極化が進んでいる。
期待利回りについて、特に中心部における賃貸マンションに対しては需要者が競合するケースが多く、利回りは低下（価格
は上昇）傾向にある。オフィスビルについては目立った取引が少ないなかでも、全国的な不動産市況改善の影響を受け、
利回りはやや低下傾向にあるものと考える。

H24.2Q H24.3Q H24.4Q H25.1Q H25.2Q H25.3Q H25.4Q 

青葉通・広瀬通 10.3% 10.4% 10.0% 9.2% 8.6% 8.3% 7.9% 

南町通・五橋 17.9% 17.8% 14.9% 14.5% 13.8% 12.9% 12.6% 

勾当台 6.1% 6.1% 7.5% 8.1% 5.6% 7.2% 6.2% 

仙台駅東口 18.0% 18.9% 17.9% 18.3% 18.8% 19.7% 19.7% 

0.0% 
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H24.2Q H24.3Q H24.4Q H25.1Q H25.2Q H25.3Q H25.4Q 

青森 20.6% 20.9% 21.0% 20.7% 19.2% 18.6% 17.8% 

盛岡 15.8% 14.7% 14.8% 13.4% 11.8% 11.4% 10.5% 

仙台 12.8% 12.9% 12.0% 11.7% 11.0% 10.9% 10.5% 

秋田 19.3% 19.2% 19.2% 17.6% 16.4% 17.0% 16.6% 

山形 14.8% 14.8% 14.7% 14.3% 11.6% 11.2% 11.4% 

郡山 6.3% 6.1% 6.6% 4.7% 3.4% 3.4% 2.6% 

0.0% 
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H24.2Q H24.3Q H24.4Q H25.1Q H25.2Q H25.3Q H25.4Q 

青葉通・広瀬通 9,540 9,710 9,240 9,230 9,110 9,020 8,860 

南町通・五橋 8,040 7,920 7,590 7,590 6,940 6,870 6,940 

勾当台 8,560 8,300 7,960 7,690 7,720 7,840 7,840 

仙台駅東口 9,290 9,080 9,280 9,240 9,240 9,240 8,940 
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8,000 
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9,000 
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10,000 

円/坪 

H24.2Q H24.3Q H24.4Q H25.1Q H25.2Q H25.3Q H25.4Q 

青森 6,590 6,590 6,590 6,540 6,540 6,630 6,390 

盛岡 8,160 8,510 8,330 8,150 8,090 8,150 8,150 

仙台 9,070 9,020 8,720 8,680 8,560 8,470 8,390 

秋田 6,540 6,170 6,340 6,210 5,810 6,670 6,670 

山形 8,240 8,240 7,790 7,140 8,290 7,590 7,740 

郡山 7,780 7,340 7,260 7,260 7,120 7,070 6,930 
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H19.4 H19.10 H20.4 H20.10 H21.4 H21.10 H22.4 H22.10 H23.4 H23.10 H24.4 H24.10 H25.4 H25.10 

オフィスビル 5.8% 5.8% 5.8% 6.2% 6.7% 7.0% 7.0% 7.0% 7.3% 7.3% 7.2% 7.1% 7.0% 7.0% 

レジデンス（1R) 6.0% 6.0% 6.0% 7.0% 7.5% 7.8% 7.8% 7.7% 8.0% 8.0% 7.7% 7.5% 7.3% 7.0% 

レジデンス（ファミリー） 6.0% 6.0% 6.2% 7.0% 7.5% 7.8% 7.8% 7.8% 8.0% 8.0% 7.9% 7.5% 7.4% 7.1% 

商業施設（都心型） 5.8% 5.8% 5.8% 6.1% 6.8% 7.0% 7.0% 7.0% 7.4% 7.4% 7.4% 7.3% 7.0% 6.9% 

商業施設（郊外型） 6.5% 6.5% 6.5% 7.0% 7.8% 7.9% 8.0% 8.0% 8.2% 8.2% 8.2% 8.0% 8.0% 7.8% 

5.0% 

5.5% 

6.0% 

6.5% 

7.0% 

7.5% 

8.0% 

8.5% 
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    平 均 募 集 賃 料 動 向 

    期 待 利 回 り 動 向 （仙台市） 
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≪日本銀行 企業短期経済観測調査（短観）≫

出典：日本銀行「全国企業短期経済観測調査結果」

≪大型小売店販売額の推移（対前年同月比％）≫

出典：東北経済産業局「東北地域大型小売店販売額動向」

東北6県の4月の企業短期経済観測調査（短観）は、全産業とも業況判断指数（ＤＩ）がプラス13と、前回12月から1ポイント上昇
した。4期連続の改善で高水準が続いている。東日本大震災からの復興需要や消費増税前の駆け込み需要を背景に、幅広い
業種で景況感の回復傾向が強く出る結果となった。
また、4月の地域経済報告（さくらリポート）において、東北の景気は前期（昨年10月）の基調判断を据え置き、下記の通り「回復
している」とし、消費税率引き上げ前の駆け込み需要を背景にした生産の増加や、東日本大震災の復興需要を踏まえた。
　　【さくらレポート（全体感）】
　　　東北地域の景気は、消費税率引き上げの影響による振れを伴いつつも、基調的には回復を続けている。
　　　最終需要の動向をみると、公共投資は、震災復旧関連工事を主体に、大幅に増加している。設備投資は、増加している。
　　　個人消費は、底堅く推移している。
　　　住宅投資は、災害公営住宅の建設等から増加しており、これらの分野では消費税率引き上げの影響による振れもみら
      れている。
　　　生産は、緩やかに増加している。こうした中、雇用・所得環境は、改善している。
　　　消費者物価（除く生鮮食品）は、前年を上回っている。

東北の小売店販売額は概ね全国平均を上回る伸びを示している。
大雪の影響で消費がやや落ち込んだものの、それ以降は消費税導入前の駆け込み需要により売上は上昇している。
3月の見通しについては、駆け込み需要の本格化や賃金アップ見通しの明るい経済情勢を受け、売上は10％以上伸びると予
想されている。

H24.1-3 H24.4-6 H24.7-9 H24.10-12 H25.1-3 H25.4-6 H25.7-9 H25.10-12 

全国 2.3 ▲ 0.7 ▲ 1.6 0.0 ▲ 0.8 1.4 0.5 1.0 

青森 3.4 1.8 1.5 5.7 ▲ 3.6 1.1 ▲ 1.0 0.5 

岩手 7.0 1.4 0.7 4.5 ▲ 2.6 ▲ 1.3 ▲ 1.0 ▲ 0.0 

宮城 25.4 6.7 ▲ 1.4 ▲ 0.7 ▲ 2.2 ▲ 0.5 ▲ 0.7 1.3 

秋田 4.4 1.7 ▲ 1.6 0.1 ▲ 0.9 0.2 0.2 5.6 

山形 3.5 ▲ 1.8 ▲ 3.4 ▲ 0.9 ▲ 1.8 2.8 1.9 3.3 

福島 12.1 12.8 4.9 6.0 4.3 2.1 1.5 1.9 
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H23.3 H23.6 H23.9 H23.12 H24.3 H24.6 H24.9 H24.12 H25.3 H25.6 H25.9 H25.12 H26.3 

製造業（東北） ▲ 8 ▲ 19 ▲ 4 1 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 8 ▲ 10 ▲ 17 ▲ 3 1 7 4 

非製造業（東北） ▲ 19 ▲ 22 ▲ 4 5 10 14 12 11 8 11 9 15 18 

全産業（東北） ▲ 15 ▲ 21 ▲ 4 3 5 7 4 2 ▲ 1 5 6 12 13 
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≪東北6県における新設住宅着工戸数の動向≫

出典：国土交通省「建築着工統計調査」

東北地方における住宅着工戸数は各県とも大きな伸びを示している。
宮城県、岩手県では震災仮設住宅からの移転需要を見込んだ民間貸家の着工が増加している。
福島県でも相馬市、南相馬市で持家の戸数が増加した一方で、いままで好調だったいわき市では地価上昇の影響を受
け、動きが鈍化している。
沿岸部では着工待ちの物件が多く、今後も堅調に推移するものと予測されるが、建築費高騰が及ぼす影響が懸念される。

    青 森 県     岩 手 県 

    秋 田 県     宮 城 県 

    山 形 県     福 島 県 

24.4-6 24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 

総数 1,567 1,645 1,555 811 1,816 1,902 1,932 

持家 968 1,130 832 433 1,228 1,302 1,230 

貸家 511 399 607 327 491 518 622 

分譲ﾏﾝｼｮﾝ 0 52 0 0 0 0 0 

分譲戸建 80 57 109 50 92 61 73 
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24.4-6 24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 

総数 2,022 2,059 2,459 1,581 2,096 2,738 3,015 

持家 1,218 1,285 1,221 798 1,389 1,395 1,444 

貸家 716 594 1,075 593 588 1,175 1,480 

分譲ﾏﾝｼｮﾝ 0 86 36 78 0 74 0 

分譲戸建 68 73 95 103 110 77 89 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

24.4-6 24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 

総数 4,446 5,167 6,815 4,749 6,519 5,434 7,461 

持家 2,119 2,610 2,769 2,077 2,615 2,543 2,693 

貸家 1,542 1,530 2,968 1,487 2,768 2,136 3,852 

分譲ﾏﾝｼｮﾝ 230 405 489 255 486 8 121 

分譲戸建 527 601 579 774 630 718 771 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

24.4-6 24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 

総数 1,257 1,469 1,282 876 1,647 1,653 1,688 

持家 895 986 760 548 1,101 1,152 1,022 

貸家 258 398 431 213 450 358 532 

分譲ﾏﾝｼｮﾝ 0 0 8 0 0 0 0 

分譲戸建 74 59 81 82 88 136 128 
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24.4-6 24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 

総数 1,257 1,469 1,282 876 1,647 1,653 1,688 

持家 895 986 760 548 1,101 1,152 1,022 

貸家 258 398 431 213 450 358 532 

分譲ﾏﾝｼｮﾝ 0 0 8 0 0 0 0 

分譲戸建 74 59 81 82 88 136 128 
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800 

1,200 
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2,000 

24.4-6 24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 

総数 2,883 2,786 3,625 3,127 3,633 4,509 3,964 

持家 1,695 1,739 1,851 1,632 1,993 2,193 2,232 

貸家 898 911 1,560 1,160 1,486 1,963 1,524 

分譲ﾏﾝｼｮﾝ 0 0 58 72 0 181 0 

分譲戸建 123 134 148 243 143 166 199 
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≪仙台市及び主要都市における建築費指数の動向（月ベース　平成17年＝100（基準））≫

出典：一般財団法人建設物価調査会「建設資材物価指数」

仙台市ほか主要都市における建築費指数（総合及び用途別）は下記の通りとなっている。
全国的な上昇基調のなか、特に仙台市は全用途で突出した上昇を示しており、復興事業に伴う建築費の高騰が顕著に表れて
いる。
オリンピック関連事業により、さらなる高騰が予測されるなか、建築費上昇が復興事業に及ぼす影響が懸念される。

    建 設 総 合     事 務 所（ＳＲＣ、ＲＣ、Ｓ） 

    住 宅 （木造）     住 宅 （ＳＲＣ、ＲＣ、Ｓ） 

    工 場 （ＳＲＣ、ＲＣ、Ｓ） 

25.4 25.5 25.6 25.7 25.8 25.9 25.10 25.11 25.12 26.1 26.2 

全国平均 112.2  112.6  112.7  112.9  113.1  113.8  113.9  114.2  114.5  115.1  115.6  

東   京 111.8  112.0  112.1  112.2  112.5  113.2  113.3  113.4  113.8  114.5  115.2  

大   阪 109.8  109.9  109.9  110.0  110.3  110.9  111.0  111.2  111.5  112.0  112.4  

名 古 屋 112.3  112.5  112.6  112.5  112.8  113.7  113.7  114.1  114.4  114.9  115.2  

仙   台 118.2  121.2  121.8  122.0  122.3  123.0  123.1  124.0  124.2  124.7  125.1  

100.0  

105.0  

110.0  

115.0  

120.0  

125.0  

130.0  

指
数 

25.4 25.5 25.6 25.7 25.8 25.9 25.10 25.11 25.12 26.1 26.2 

東   京 107.3  107.7  107.9  108.6  108.9  109.6  109.6  109.7  109.8  110.5  111.9  

大   阪 105.2  105.7  105.9  106.5  106.8  107.5  107.6  107.7  107.8  108.5  109.9  

名 古 屋 105.6  106.1  106.3  106.4  106.7  107.5  107.6  107.7  107.8  108.4  109.2  

仙   台 107.5  108.6  108.9  109.4  109.8  110.4  110.5  110.6  110.7  111.3  112.5  

101.0  

103.0  

105.0  

107.0  

109.0  

111.0  

113.0  

115.0  

指
数 

25.4 25.5 25.6 25.7 25.8 25.9 25.10 25.11 25.12 26.1 26.2 

東   京 109.5  109.7  109.9  109.9  110.2  110.9  111.0  111.1  111.6  112.1  112.4  

大   阪 109.0  109.1  109.1  109.0  109.4  110.1  110.2  110.5  110.9  111.3  111.6  

名 古 屋 110.3  110.4  110.5  110.4  110.6  111.5  111.6  112.0  112.4  112.9  113.1  

仙   台 113.4  115.3  115.6  115.6  115.8  116.5  116.6  117.1  117.4  117.8  118.0  

104.0  

106.0  

108.0  

110.0  

112.0  

114.0  

116.0  

118.0  

120.0  

指
数 

25.4 25.5 25.6 25.7 25.8 25.9 25.10 25.11 25.12 26.1 26.2 

東   京 111.2  111.4  111.5  111.5  111.7  112.5  112.7  112.8  113.3  114.0  114.3  

大   阪 111.1  111.2  111.1  111.0  111.2  112.1  112.2  112.5  113.0  113.4  113.6  

名 古 屋 112.2  112.3  112.4  112.2  112.4  113.4  113.5  113.9  114.4  115.0  115.2  

仙   台 115.4  117.2  117.5  117.4  117.6  118.4  118.6  119.1  119.5  120.1  120.3  

108.0  

110.0  

112.0  

114.0  

116.0  

118.0  

120.0  

122.0  

指
数 

25.4 25.5 25.6 25.7 25.8 25.9 25.10 25.11 25.12 26.1 26.2 

東   京 108.9  109.1  109.3  109.4  109.6  110.3  110.5  110.7  111.2  111.8  112.3  

大   阪 107.3  107.5  107.4  107.3  107.6  108.5  108.7  109.0  109.5  110.0  110.4  

名 古 屋 109.8  110.0  110.1  109.9  110.1  111.2  111.4  111.9  112.5  113.0  113.2  

仙   台 115.0  118.0  118.3  118.3  118.5  119.2  119.4  119.9  120.3  120.9  121.2  

100.0  

105.0  

110.0  

115.0  

120.0  

125.0  

指
数 
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【ご利用上の注意】

■大和不動産鑑定株式会社は、本情報利用者の皆様に対して「不動産マーケットレポート」

の情報提供のみを目的とするものであり、金融商品を含む商品、サービスまたは権利の販

売その他の取引の申込み、勧誘、あっ旋、媒介等を目的として提供するものではありません。

■大和不動産鑑定株式会社は、本情報利用者の皆様が何らかの損害を蒙った場合であっ

ても、大和不動産鑑定株式会社は一切の責任を負いません。

■大和不動産鑑定株式会社は、自らの判断により、本情報利用者の皆様に事前の通知を

行うことなく、本情報の内容の更新、追加、変更、削除、部分改廃等を行う場合があります。

東北支社東北支社東北支社東北支社

〒980-0802 宮城県仙台市青葉区二日町3番10号 （グラン・シャリオビル 2F）

Tel.022-713-7071(代表) Fax.022-713-7072

e-mail   tohoku@daiwakantei.co.jp

東京本社東京本社東京本社東京本社

〒100-0003 東京都千代田区一ツ橋1丁目1番1号 （パレスサイドビル3F）

Tel.03-5219-3210(代表) Fax.03-5219-3220

大阪本社大阪本社大阪本社大阪本社

〒550-0005 大阪市西区西本町1丁目4番1号 (オリックス本町ビル11F)

Tel.06-6536-0600(代表) Fax.06-6536-7744

全国全国全国全国ネットネットネットネット

名古屋名古屋名古屋名古屋／／／／京都京都京都京都／／／／奈良奈良奈良奈良／／／／北九州北九州北九州北九州／／／／福岡福岡福岡福岡


